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おわ りに
は じ め に
周知 のよ うに,い まや国際語 ともなったペ レス トロ イ カ 《ロepeCTpo㍍a》を合言葉にして,ソ
連社会 のい っそ うの民主化 とともに,経 済のペレス トロイカがすす められてい る。
ソ連経済のペレス トロイカの主要な 目的は,今 日の生産の客観的条件 と生産力の水準に適応 し
た弾力的な国民経済の管理 メカニズムを創出す ることと,こ の メカニズムのなかで もっとも重要
な環 《3BeHO》として個 々の企業を位 置 づ け,効 率的な経 営方法を確立することであるといわれ
てい る。 このため,肥 大化 した国民経済の管理機構の削減,硬 直化 した価格政策の改善な どの国
1)
民経済 レベルの改革 と並行 して,企 業レベルの改革がい ま焦点 とな ってい る。
1)経済メカニズムの根本的な改革は,ソ連邦共産党中央委員会4月(1985年)総会で決議され,第27回
党大会('86年2月)で承認された経済発展の加速化 くycKopeHvae》の方針と,党中央委員会6月('87
年)総会で決定された方法とに基づいて行なわれている。
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企業レベルにおける改革は,現在,進行中であり,その具体的なシステムはペレス トロイカの
進展に即応して,今後,構築されていくことになるが,本稿においては,最近,相次いで制定さ
れている企業に関する法律と現時点で得た公表資料を通して,会計システムと経営システムの改
善がどのように行なわれようとしているかを考察し,また,解決しなければならないソ連会計の
当面の諸問題とは何かを指摘し,さらに,今後のソ連社会主義会計のあり方をどこに求めようと
しているのかを明らかにしたいと思う。
1経 営システムの改革
1.1経営管理の新しい前提
レーニンは,つねに会計を管理と有機的に統一 して把握 し,科学的に組織された会計と管理
2)
㎏qeTllKOHTponb》なしには社会主義社会を正し く機能 させ ることはできない と考えた。 この考
えに従 うな らば,目 下,改 編 されつつある企業会計 システムを考察しよ うとす るとき,ま ず もっ
て,企 業経営システムのペレス トロイカをみる必要がある。
ソ連 の社会主義国家企業の経営システムは,1987年6月に制定され,'88年1月1日から施行さ
03103)
れている 「国家企業(合 同)に つ い て の ソ連邦の法律」(以下,「企業法」と略し,また合同を含めて
4)
企業という)によって大 き く変ろ うとしてい る。
2)レ ーニソは,「会計 と管理一 これが,共 産主義 社会 の第1段 階をr調 整』す るために,こ れをただし
・.・.・(8)511
く機能させるために必要 とされる主要なものである」と主張 した。なお,社 会主義 のもとでの 「会計 と
管理」の意義については,引 用文献(58)を参照。
3)国 家企業を対象 としたこれ までの法規 としては,'65年10月に 制定 され た 「社会主義国家生産企業規
程」・《nono)lteHI!eocoqHanHcmagecKoMrocyllapcTBeHHoMilpoH3BoAcTBeHHoMnpepロpnATHII》があ り,
またこれ とは別に'74年3月に制 定 された 「生産合同(コ ンビナー ト)規程」《nonoxeHueO叩on3・
BoAcTBeHlloMo6beAuHeHMH(KoM6mlaTe)》などがあったが,こ れ らはいずれ も規程 《llonoxeHlle》で
あったし,し かも商業企業を対象外としていた。しかるに今回の 「企業法」は,生 産から流通にいた る
全領域におけ るすべての国家企業 と合同とを対象 とし,規 程ではな く法律 《3aKOH》としていわば格上げ
され て公布されている。 このため,国 家企業(合 同)は 一方で 「企業法」を順守しなければならないが,
『企業法」には企業(合 同)の 自主性を広 く盛 りこんで い るの で,他 方で企業(合 同)の 自主性が法律
に よって一段 と強固に保障された ことになる。
4)合 同 く06begllHeHHe》は企業 《EpeAllPllATIIe》とともに国民経済の重要な環であるが,そ の主要な形
態 としては生産合同 と科学 ・生産合同とがある。生産合 同 《npon3BoAcTBeHHoeo6seAuHeHHe》は科学
技術潜在力の活用,品 目別専門化,生 産の協同化 とコン ビナー ト化 に基 づいてい くつかの企業を統合し
た ものである。生産合 同の経営管理は国民経済部門で異 なってお り,そ れは,機 械製作業,金 属加工業
では合 同内の主導的企業を通して行なわれ,石 油,ガ ス,石 炭,軽 工業では合同内に設置された管理専
門機関 で行ない,広 く人びとの必要 とする生産物を生産す る部門では上記のいずれかの方法 で行 なわれ
る占
、解 専門機関の設置`絵同内註 導的企業の役割を果す大企業が当該部門に存在しな噛 方で認め
られ る。科学 ・生産合同 《HaygHo・upoll3BoAc!rBeHHoeo6segHHeHHe,略してHnO》 は科学技術進歩を
決定づける高性能の複合機砿 設備,機 器,生 産技術工程,材 料を短期間に開発 し生産するためにつ く
られた合同であるeHnoは 科学 ・研究(設 計,工 学)組 織,ま た は 発展した設計および試作 ・実験基
地をもつ企業(生 産合同)を 基礎にして活動する。その外に,生 産の集積の水準をいっそ う高めるため
に,大 規模な国家生産合同 《rocyAapcTBe朋oenpoH3BoAcTBeHHoeo6segHHeHue》もつ くられ る。そこ
には経営上の自主性をそれぞれ保持しつつ企業,合 同,組 織がはい る.
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まず,変 化 した経営管理の前提条件をみ よ う。
「企業法」の施行 とい う新 しい条件 のも と で は,第1に,企 業は,自 己の経済発展5力 年計画
とよばれ る長期経営計画 とその単年度の短期経営計画を 自主的に策定i[.承認す る。その際,企 業
は 自己の所属す る上級機関である省から示 された統制数字,国 家発注,長 期 にわたって安定 した
ノル マチーフ,リ ミッ トお よび資材 ・機械補給企業,商 業企業,消 費者 との直接経済契約に基づ
いて経営計画 を策定す る。
ところで,企 業で生産 さ れ る生 産 物 の 社 会 的需 要,生 産効率の最低水準を示 した統制数字
《KOH叩onbHagqHφpa》は,今 回,企 業 にとって指令的性格 を もた ず,企 業活動の評価のために
も利用 されず,経 営計画の 自主的な策定を拘束 してはならない ものとなってい る。
この度,新 たに登場 した国家発注 《rocyEaPCTBeHHHti3aKa3》は,国 民経済全体 の釣合い,科
学 ・技術進歩の加速化,杢 社会的課題の解決,国 の経済的 自主 性の確保な どに必要な重要生産物
5)
の生産計画を示 した ものであり,この国家計画を企業は入札制度に基づいて受注して経営計画に
含める.だカ～ 概し℃ 国競 注の規模はすぺての企業の雛 計画の規模より小さい麗 僻
の企業は残 りの部分を企業 間の経済契約 《xo3AtiCTBeHHNfiAorOBop》Vこ基づいて 自から埋めて経
営計画を策定 しなければならない。企業に とって低収益 とな るが社会に とって必要な生産物の国
家発注を受注した とき,そ の企業 には補 助金の支給,製 品価格の割増(消費老には転嫁させない),
国庫へ の支払 の減額,低 利子 または無利子の信用提供,信 用返済期間 の 延 期,利 潤(所得)の 企
臼36
業留保分 の増加,「加速償却」の採用な どの特恵が与えられ る。
社会の利害 と企業,労 働集団,働 き手の利害 との調和を保障するために設定され る経済 ノルマ
チー フ 《sKoHoMvauecKllfiHopMaTHB》は,今 回,5力 年 間を通 じて変更されず,調 整的意義(レ ギ
ュレータ)を 考慮 して安定的な ものにな る。そして,こ の ノルマチーフに基 づ い て,の ちにみ る
ような利潤(所 得)か ら国庫,上 級機関,銀 行への支 払 と,諸 フォン ドへの控除に よる企業への
留保 とが行なわれ る。な お,企 業 が生産した生産物に対す る価格や提供 した用役に対す る料金,
(7)179利子率
や税率 も特殊な経済 ノルマチーフとみなされ る。
社 会に とって稀少貴重 な物質的資源は中央集権的に配分 されるが,そ の資源の企業への配分の
限界量を示 した ものが リ ミッ ト<<AHMHT》であ る。 この リミットを基礎にして,企 業は国家計画,
国家発注に含 まれていると くに重要な生産課題を受注 してその課題を達成す る。 また企業は,生
産に必要な資材 ・機械を,中 央集権的方法で リミットに応 じて調達する以外に,今 回,物 質的資
源の卸売商業 とな る資材 ・機械補給企業 との直接経済契約で リミッ トなしに調達す る。そして,
企業は生産した生産物 を商業企業,消 費者 との経済契約に よって,ま たは独 自のネ ッ トワー クを
の
通 じて販売す る。
5)現在,国家発注の内容としては,① 国家計画の名指しの指標(タービン,a=・一クな技術的設備な
ど),②世界最高水準を保障する科学技術進歩の具体的な課題,③最重要な不足している生産物(燃料・
エネルギー,金属 建材,木材,ケ ー プル,電動機,また穀物,肉など),④教育,保健,文化の諸部
(34)8門
への供給財,⑤子供用,老人用,所得の低い働き手への消費物資が予定されている。
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こうして,新 しい条件のもとでは,企業は,長期経営計画を重視して経営計画を自主的に策定
し,また統制数字を指令的指標とせず,中央集権的に設定された経済ノルマチーフ,リ ミットを
順守する以外は自由にな り,さらに入札制で国家発注を受注し,企業間の直接契約を締結するこ
とになる。この点は,広 く 「コスイギン改革」 とよばれる'60年代中葉の経済改革 と異なる。「コ
スイギン改革」の折には,上級機関から与えられる生産,労働,財務,基本投資などの指標数は
以前の30項目から9項 目に減少した とはいえ,その指標は企業にとって義務的性格のものであっ
たし,それに基づいて煩雑な短期経営計画を毎年策定し,国家計画を遂行していった。また,経
済 ノルマチーフも長期の安定的なものではなかったし,資材 ・機械補給面での卸売商業化の構想
もあったが実現せず,物 質的資源は資材 ・機械補給委員会(ゴススナブ)の指示のもとで割当てら
⑬92
れていたのである。
第2に,新 しい条件の もとでは,広 く情報を公開し労働集団,働 き手の意思を考慮 して自主的
に策定,承 認した経営計画は,経 営指導者の責任 の も とで 労働集団の社会主義的 自主管理 《CO-
qvaanucTKgecKoecaMoyfipaBneHlle》を尊重 しながら達成す る。企業長の単独責任制は維持 されて
いるが,従 前 の上級機関からの任命 と異な って,5年 任期 の企業長が労働集団総会に よって選出
し上級機関で承認 され ることにな り,企 業長の リコール制 も認められてい る。企業長以外の経営
指導者(工 場長,職場長,支所長,職区長,農業長,組長ならびに職長,作業班長)も,対 応す る労働集
団において任期5年 以内で選出し企業長に よって承認 され る。 これ らの経営指導者の リコール制
もある。企業の経理部長は,こ れ までは上級機関 と企業長 との共同推薦で上級機関か ら任命され
agSO,6⑳165
ていたが,今 回は,企 業長代理,品 質管理部長,法 規部長 とともに,選 出された企業長に よって
任命,解 任 され る。 そしてなに よ りも,企 業長らは企業の活動結果について,こ れまでの上級機
関に対して向け られていた責任の外に,こ れか らは企業 の労働集団に対 して も責任を もつ ことに
なる。
労働集団の権限を発揮す る場は,経 営計画を検 討 し,承 認 し,利 潤(所得)の 増大,生 産の効
率と生産物の質の向上な どの方策を決定す る労働集団総会(代議員会議)《06町eeco6paHHe(KOH・
tPepeHqHfi)》である。 この総会(代議員会議)は 年2回 以上開催 されるが,そ の休止期間中は,労
働集団の権 限は労{動集団評議会 《coBeTTpYAoBoro'KoAneKTHBa》が果す ことにな る。 この評議会
の メンバーは,総 会(代議員会議)で2～3年の任期で選出 された労働者,管 理部の代表者,党 ・労
働組合 ・コム ソモールの代表者などからな るが,管 理部の代表者はその メンバー総数の1/4を越
えてはな らない とされている。 労働集団評議会は,総 会(代 議員会議)の 決定を執行す る以外に,
管理部か ら企業の活動結果 の報告を受け,企 業の効率的活動のための方策をたて,経 営管理の諸
6)企業間の直接経済契約についてはつぎの方式が考えられている。即ち,第1段 階では予備契約の自由
な締縞 連邦補給販売総管理局へのその通告,未稼動生産設備と消費側の充足されなかった申請の調査
であり,第2段階では充足されなかった消費側と納入側との経済関係の形成,予備の生産設備の利用,
輸出入の発展などである。必要な場合には,企業間で協同組合的な協定によって共同補給販売組織をつ
くる・麟 に 鮒 ・機械補給の形髄 卸売商業にし・醐 ・鰍 補繊 関の従来の鮎 状態をP謝
るのである。
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問題を解決し,さらに,のちにみる企業の管轄下の諸フォン ドの利用にっいての決定を採択する。
こうして,新 しい条件のもとでは,経営計画は従前と同様に民主集申制の原則で遂行されてい
くが,これまでとか く弱かった民主主義の側面を経営指導者の選出制,労 働集団の経営意思決定
と業績評価への参画という社会主義的自主管理で強調していることは従前と異なる。
第3に,新 しい条件のもとでは,企業は労働生産性の向上,原価の引下げ,生産物品質の引上
げ,生 産フォン ド利用の改善などによって利潤(所得)を増大させねばな らない。一時的な計画
的欠損状態にある企業に対しては,上級機関の省にある集中化フォン ドと予備から,5力年間ま
で漸次逓減する限定された補助金が供与されるが,長期間にわたって欠損状態にある企業は,活
の べ
動の停止,つ まり 「倒産」する。
補助金の供与を一段と狭め,「倒産」やむなしとしたことは従前 と異 な る。しかもそれだけで
なく,企業は,これまで別枠で上から規制されていた賃金部分の資金も,さらに,生産に必要な
物質的資源の資金 も,自から調達した資金でもって賄わねばならない。即ち,企業は完全独立採
算制と資金自己調達制に基づいて活動しなければならな くなったのである。
そこでつぎに,独立採算制の新しい機構をみることにしよう。
1.2独立採算制の新 しい機構
「企業法」では,企 業は上級機関の許可 を 得 て,独 立採算制 の2つ の形態のいずれかを採用で
きる,と 規定 してい る。 これに より,企 業 とその労働集団は,つ ぎの2つ の形態の うちの1つ を
勃17選択す
る権限を もつ ことになった。 第1の 形態は利潤の ノルマチーフ的配分に基づ く形態 とよば
れ,第2の 形態は所得の ノルマチー フ的配分に基づ く形態 とよばれ るものである。両者の形態は,
ともに,利 潤 《nPM6NEb》または所得 くAOXOA》を企業 活動の総括的な指標 とす る点では 同 じ で
あ る。
独立採算制の第1形 態のもとでは,利 潤の配分はつ ぎのよ うにな る。企業 は生産物を販売した
り・作業を遂行した り,用 役を提供した りして(以 下,作業,用役を含めて生産物という)売上高を
確保するが,ま ず,こ の売上高から原価を差引いて利潤 を算定す る。原価のなかには,原 材料費,
減価償却費の物的費用 と賃金な どが含 まれ る。 つぎに,利 潤から国庫への支払,上 級機関 との決
済,信 用に対する支払利子を支 出す る。残額が残留利潤 とな る。残留利潤は労働集団の管轄下に
おかれ,そ こから ノルマチー フに基づいて,の ちにふれ る生産 ・科学技術発展 フォン ド,社会的
発展 フォン ド,物質的報奨フォン ドな どが控除 され る。 図1を 参照。
この第1形 態は これまでのモデル と類似している。 しか し,原 価のなかに含 まれ る賃金 部分は,
7)企業の活動はつぎの場合に停止される。①その後の活動の必要がなくなり,再組織することができな
い場合,② 法令で予定されたその他の理由がある場合,③長期間欠損状態であり,支払能力を失ってい
る場合,④その企業の生産物に対する需要が欠如している場合,⑤企業と上級機関によって採られた活
動の収益性を保障するための措置が成果をあげなかった場合。企業の閉鎖に際しては,その2カ月前ま
でに働き手に対して解職 日を予告する。国は離職した働き手の職業斡旋を全面的に援助するし,働き手
には職業斡旋期間中(3ヵ 月以内)平均賃金と継続在職年数とが維持される。
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図1純 生産高 またはその他の生産高指標に対
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賃金 フォン ドか ら支出される ことにな っ
1
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(出所)「企業法」第3条に基づいて筆者作成。
図2
1興 的堺1得 、売上高から物的費用《。。。ep。、、。。、
3aTpaTa》を差引いて算 定 す る。物的費
用のなかには,原 材料費,減 価償却費な
は,残留利潤に賃金フォン ドを加えると,
集団の独立採算制所得となる。
独立採算制の第2形 態のもとでは,所
得の配分はつぎのようになる。まず,所
1売 上 高1ど が含ま泌 力㍉賃金恰 まれなrこっ
llぎ に,所 得 から国庫へ の支払,上 級機関
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1只 的タ 馴 賃金7・ ン・1所繊 錨 となり,それ禅 一労働支払
(出所)「企業法」第3条に基づいて筆者作成・ フォン ドとなる。単一労働支払 フォンド
は,労働結果に対する働き手へのすべての支払の単一 の 源泉 とな るフォン ドである。図2を参
照。
この第2形態は,東欧諸国ではすでに現存している形態であるが,ソ連ではこれまでに存在し
なかった新しいモデルである。 この形態においては,売上高から物的費用を差引いた所得 とい う
指標は,いわゆる付加価値指標に相当する純生産高に接近する。そして,国庫,上級機関,銀行
に対する支出を終ったあとの独立採算制所得から,将来の企業活動のための資金と労働 集団,働
き手の福利厚生,労働支払のための資金とが配分される。このことは,生産の担い手である働き
手が労働の成果から疎外されることな く,新たにつ くられた価値を自主管理する志向を第1形態
よりもいっそう鮮明に示している。同時に,賃金部分もこれまでと異なって純生産高指標に依存
9)
する武 その依存度は第1形態よりもいっそう強いものとなっている。
(27)188)ただ
し社会保険控除は物的費用に含める。
9)概して,独立採算制の第1形態は大企業,重工業部門において,第2形態は中小企業,軽工業部門に
おいてそれぞれ採用されやすいといわれ て い る が,つい最近では,後者の申小企業を労働集団に賃貸
(267)
?
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口 部分は独立採算制所得
(出所)'87年の経済理論学会大会での田中雄三氏,'87年1月の社会主義経営学会
東日本部会での岡田進氏のそれぞれの報告レジュメに基づいて作成。
① 生産 フォン ド使用料,② 天然資源使 用料,③ 労働資源使用料,④ 決済利潤か らの控除または決
済所得か らの控除がある。
生産 フォン ド使用料 《unaTa3anpou3BO冗CTBeHHHeφOHaH》は,す でに 「コス イギン改革」 の
ときから,生 産 フォン ドの効率的利用 と不急不用の機械設備な どの死蔵をな くす 努力を刺激す る
ために徴取され ていたものであるが,そ れは今後 とも存続す ることになってい る。ただし,こ れ
までの使用料は生産 フォン ド(生産的固定フォン ド+基準化流動資産)の 年平均価額に対 ナる平均6
⑬97
%で あったが,'88年から'90年までの当面の間は2%,4%,6%ま たは8%と い うノルマ チ ー
領16,Qb23
フが定め られ ている。
天然資源使用料 《naaTa3a仰Hpo餌HepecypcH》は,今 回,新 設されたものであ る。 これに
よ り,企 業は土地,水,鉱 物資源 とい う天然資源を利用す る場合,差 額地代 として使用料を支払
うことになる。 このため,例 えば 自然源の水に対して も 「価格」を設定 し,工 業企業は水使用料
eSD60
を支払 う。ただし,ソ フホーズ,コ ルホーズの灌慨用水は無料である。
「コスイギ ン改革」の折
には賃金フォン ドに対する
国家規制を廃止す ることを
予定してい鑑 これまで
に実現されなかった。今回,
それが達成され,賃金部分
は別枠で上から規制された
ものではなく,労働集団に
よって自から稼ぎださねば
ならないものとなる。
ところで,独立採算制の
第1形態における利潤から
また第2形態における所得
から,それぞれ支出および
控除される主要な項 目をみ
ると,以下のようになる。
図3を参照。
第1に,企 業が国庫に対
して支出するものとしては,
《apeHAa》する方向が打出されてきている。 その対象となる国家企業は広く人びとの生活必需品を生産
す る中小企業であ り,その企業は独立採算制の第2形態に基づいて所得配分をして賃借料を支払 う。賃
貸借契約の期蹴8～鐸 趨 監
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10)
労働資源使用料 くfiaaTa3aTpyAOBHepecyPCH》も,今 回,新 設 された ものであ る。 これに よ
り,企業は労働力の養成費,働 き手 とそ の家族の社会 ・文化的用役費,公 益 ・生 活的用役費 の国
家負担分を補填す ることになる。使用料は,当 面('88年から'90年まで),平均登録従業員1人 当 り
300ルー ブルであ るが,労 働力過剰地域 の企業に とっては200ルー ブル とい うノルマチー フが定め
加8
られてい る。
利潤 または所得からす でにみた3つ の使用料 とつ ぎにみる信用に対す る支払利子を差引 くと,
独立採算制 の第1形 態では決済利潤が,第2形 態では決済所得がそれ ぞれ算定され る。新しい条
件の もとでは,こ の決済利潤,決 済所得に対 して課税 されるこ とにな る。決済利潤に対す る課税
が決済利潤からの控除 《OTqncaeHHSOTpacqeTHotinpva6Nnll》であ り,決 済所得に対す る課税 が
決済所得か らの控除 《oT畷c刀eHH∬oTpacqeTHoroAoxoAa》であ る。代 って,こ れ まで行なわれ
⑱102
ていた定額納付金の支払と利潤配分後に残った利潤の国庫への取納(利潤控除)は廃止 され るこ
とになった。
決済利潤(決済所得)に対する課税率は特殊なノルマチーフで もあ るが,このノルマチーフも
長期にわたって安定したものになる。このため,ノルマチーフが不安定であ り,国庫への利潤控
除が存在していた従前の場合と比較 して,企 業の利潤(所得)の増大に対する刺激はいっそ う強
まり,独立採算制機構が首尾一貫している。なお,これまでは,全 ソ連邦所属の中央直轄の企業
臼4G
は全ソ連邦の国庫へのみ納税していた。しかし,これからは,この企業は自己の所在地の地方に
も税を支払 うことになる(このため,以下,地方税を含めて国庫への支払という)。それによって,企
業活動と地域活動との関係を密にし,地方機関から企業活動に対する種々の援助,例 えば要員確
臼40
保,資材補織 運送サービス,エネルギー調達などを期待している。
第2に,企 業が上級機関に対して支出するものとしては,省への控除がある。産業部門では2
11)
層管理システム(省一企業)を原則として採用しているので,企業は自己の所属す る上級機関で
ある省に対して,一定の控除を行なうことになる。
省への控除は,決済利潤(決済所得)からの部分と更新用減価償却控除からの部分 よ り,安定
10)労働資源 《TpyAeBoBpecypc》とい う用語は,人間の労働を経済活動の意識的主体とみるのではな く
管理の客体とみなされるので,人的要因 《geZOBeueCKHtiΦa鯉op》という用語にすべきである,という(61)239
提言がある。
1Dソ 連邦閣僚会議は最高執行 ・指令機関であるが,全社会の経済発展の戦略的な長期 ・短期計画の策定
においては国家計画委員会(ソ連邦ゴスプラン)が主導的な役割を果す。そして原則として,工業管理
の組織構造は2層管理システム(省一企業)に なっている。各産業部門管理の主導的機関は各省であり,
省は傘下の個々の企業を指導する。新しい条件のもとでは,省は自己の部門の経済発展 と科学 ・技術進
歩の戦略を決定し,部門にとっての国家計画の達成に対して責任をもつ。企業とその上級機関(省,官
庁,国家委員会)との関係は企業の完全独立採算制,資金自己調達制,自 主管理,労 働集団のイニシア
ティブ,社会主義的企業心を基礎にする。そして上級機関は,ソ連邦閣僚会議で認可された以上の統制
数字,経済 ノルマチーフ,リ ミットを企業に伝達する権限はない。国家発注は ソ連邦国家計画委員会,
省,官庁によって承認される。共和国の省に所属する企業に係わる国家発注は共和国⑳閣僚会議で承認
される。企業の上級機関は,企業の権限を尊重し,その執行を助け,企業の効率的活動のための条件を
雑 しなけれ願 らポ 蟻 の経営内容に関与してはな魂 乳
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したノルマチーフに基づいて行なわれる。更新用減価償却控除の省への集中はつ'87年2月に公表
された 「企業法」の草案にはなかったものである。草案では,「企業は減価償却控除の全額を自'
髄41
主的 に 利用 す る」(3条3項)と な ってい た。 これ が正文 で は修 正 され て,減 価 償 却控 除 の一 部を'
省へ 集 中す る こ とにな った。 なお,省 は個 々の 企業 か らの省 へ の控 除 を基 に して,集 中 化生 産 ・
科学 技 術発 展 フ ォン ドお よび 物質 的報 奨 フ ォン ド,社 会的 発展 フ ォン ドの予 備 《geHTpanu30BaH・
HH繭ΦoHApa3BHTH鉦npoH3BoAcTBa,HayKHHrrexHHKHHpe3epBHロoΦoH双yMaTepuanbHoTo
nooeqpeHHsHΦoHAYcoqllaabHoropa3BnTHfi》を形 成す る。 この フ ォン ドと予 備 は,普 通,集 中
化 フ ォン ドと予 備 《qeHTpa刀匿30BaHH随thoHAupe3epB》とよばれ,省 が傘下 の個 々の企業 活動
a314
を援助す るために利用され る。
第3に,企 業 が銀行に対 して支出す るもの としては,信 用(借入金)の 支払利子 がある。
新 しい条件のもとでは,企 業は担保,使 途 目的,利 子支払,返 済期限な どを厳守す るもとで銀
行信用,つ ま り銀行からの借入金を活用する。そ の うち,短 期信用(短期借入金)は企業の経常的
活動のために,長 期信用(長期借入金)は企業の設備投資な どの生産発展のために,そ れぞれ利用
され,こ うした借入金に対する利子 《npoueHT》を銀行に支出す る。 長期借入金 の返済は,企 業
の生産 ・科学技術発展 フォン ドな どか ら行な う。
「コス イギン改革」の時点では,利 子率は借入金の使途別に差別利子政策を 採 って,短 期借入 .
⑬97金
については1～8%,長 期借入金については0.5～2%であった。特殊な ノルマチーフである利
子率は,今 後,改 訂 されねばならない とされているが,現 時点では,つ ぎの ようなデー タがみ ら
れ る。即ち,短 期借入金利子は2%,長 期借入金利子は1%(た だし,期限前返済で0.5%,期限経
働IO
過で2%)と い うデータと,労 働支払 フォン ド不足時に この フォン ドへの借入金の利 子 は,10日
間借入で 日歩0.01%,再借入で 日歩0.02%(年利換算7.2%),再々 借入で 日歩0.03%(年利換算
㈱8
10.8%)とい うデータとがある。
第4に,各 種の フォン ドに控除されて企業の管轄下におかれ るもの としては,① 生産 ・科学技
術発展 フォン ド,②社会的発展 フォン ド,③物質的報奨 フォン ド,④賃金 フォン ドがある。普通,
①,②,③ のフ ォン ドを総称 して経済的刺激 フォン ド 《ΦoHAgKoHoMvaqecKorocTliMynEPoBaHvast》
とよび,③,④ のフォン ドが独立採算制の第2形 態でい う労働支払 フォン ドと対応す る。
これ までの生産発展フ ォン ドに相当す る生産 ・科学技術発展 フォン ド 《ΦOHgpa3BllTUfifipon3-
BOACTBa,HayKllvaTeXHHKva》は,科 学 ・研究活動,試 作 ・設計活動,固 定資産(固 定フォン ド)
の更新 と拡張,自 己流動資産の増大お よびその他の生産発展 のために企業内に積立 てられ るフォ
ン ドである。
この フォン ドの財源は,企 業の掌管 とな った残留利潤 または独立採算制所得から,ま た更新用
フオン ド
減価償却控除からノルマチーフに基づいてそれぞれ控除された部分と,未利用過剰な固定資産の
売却金(除却費を除く),賃貸料などからなる。生産 ・科学技術発展フォン ド形成のノルマチーフ
は,企業の5力年計画(年度別)の投資額(ただし,国からの申央集権的投資額を差引く)とそれに係
㈲17.㈲17
わる費用支出額との総額に基づいて算定される。
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表1
5力 年 計 画 に よ る物 質 的 報 奨 フ ォ ン ド,1,000ルー プ ル ・・… … … ・…
5力 年 計 画 に よ る社 会 的 発 展 フ ォ ソ ド,1,000ルー ブ ル ・・… … … ・…
生 産 ・科 学 技 術 発 展 ブtン ド,1,000ルー プ ル … … … … ・・… … ・… …
5力 年 計 画 の 決 済 に よ る 残 留 利 潤,1,000ルー プル … … … ・一 … … ・
物 質 的 報 奨 フtン ド形 成 の 平 均 ノル マ チ ー フ,%(640×100:
1880)・一 一 … … ・… … … … … ◆一 ・… ・・… … … … … ・… ・… … … 一
社 会 的 発 展 フ ォ ソ ド形 成 の 平 均 ノル マ チ ー フ,%(340×100:
1880)・一 一 … ・一 ・… … … ・… … 一 ・・一 一 ・… … 一 ・・一 … ・… …
生 産 ・科 学 技 術 発 展 フ ォ ン ド形 成 の 平 均 ノル マ チ ー フ,
%(900×ido:1880)◆・.・・◆・.σ・….・・・・・・….・◆・.・・ ….・ .◆.・.・・ ・…
物 質 的 報 奨 ブ ォ ソ ドの 乎 均 ノ ル マ チ ー フを 考 慮 し て 計 算 され た
残 留 利 潤,1,000ルー プ ル ・・… …"… … ・… ・'''"●"""◆'''''"◆●'''"
587.6==200×100:34.04
616.8==210×100:34.04
675.6=230×100:34.04
平 均 ノル マ チ ー フ を 考 慮 し て 計 算 さ れ た 社 会 的 発 展 フ ォ ン ド,
1,00Dルー プ ル ・・… ・・… … ・・… … ・… ・・… … … … … … … … ・… ・… ・…
平 均 ノ ル マ チ ー プを 考 慮 し て 計 算 され た 生 産 ・科 学 技 術 発 展 プ ォ ソ
ド,1,000ルー ブル ・・… … ・・… ・… … ・… … …'・… … … ・… … … … …
988年
11989年11990年
3カ の
合計
200 210 230 640
100 110 130 340
200 300 400 900
500 620 760 1,880
34.0434.0434.04
18.0 18.0918.09
47.8747.8747.87
587.6616.8675.61,880
106.3ill.5122.2 340
281.3295.3323.4 goo
(出所)(40)18,(42)23,(45)20
これ までの社会文化施設 ・住宅建設 フォソ ドに相当す る社会的発展 フ ォン ド《iPongcoquanb-
Horopa3BETUfi》は,住 宅建設,福 利厚生施設の充実,健 康増進や文化施策の実施お よび そ の 他
の社会的必要の充足のために企業内に積立て られ るフォン ドであ る。
このフ ォン ドの財源は,企 業の掌管 となった残留利潤 または独立採算制所得か らノル マチーフ
に基づいて控除された部分である。社会的発展 フォソ ド形成の ノルマチーフは,企 業 の5力 年計
画(年 度別)で 予定 された住宅お よび そ の 他の非生産用建設客体の建設費用(ただし,国 の5力年
鱒20,期17
計画で予定された上記の建設費用を加える)な どに基づいて算定 され る。
物質的報奨 フォン ド 《ΦOHaMaTePHaabHoronoo田peH"9》は,報 奨金,賞 与,労 働へ のその他
の報奨お よび物質的援助のために企業 内に積立てられ るフ ォン ドであ る。 フ ォン ドの名称は これ
までと変 っていない。
このフオン ドの財源は,独立採算制の第1形態を採用している企業で,その掌管となった残留
利潤からノルマチーフに基づいて控除された部分である。物質的報奨フォン ドは,'85年を基準と
した既存の物質的報奨フォンド,報奨金 として形成される必需品フォン ド,国民消費商晶の生産
増大を促進するための追加物質的報奨フォソ ド,新技術の開発,導 入,習熟のための報奨金,資
源節約に対する報奨金,発 明家や合理化提案者に対する報酬などにノルマチーフによって控除し
働23
た ものか ら形成される。
ここで,経 済的刺激 フォソ ド形成の ノルマチーフと企業に留保 され る利 潤(残 留利潤)の 決済
例をみると,つ ぎの ようになる。表1を 参照。 まず,① 企業に留保され る利潤額は,'3つの経済
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的刺激 フ ォン ドのそれぞれ の額が算定 されたのちに決定 し,つ ぎに,② 経済 的刺激 フ ォン ドへ の
利潤か らの控除の平均 ノルマチーフは,そ れぞれの当該フ ォン ドの額を企業 に留保 される利潤額
で除 して決定 し,さ らに,③ 物質的報奨 フ ォン ドの額 とこの フォン ドへの控除の平均 ノルマチー
フに基づいて,企 業に留保 され る利潤額 を決定し,そ して,④ 社会的発展フ ォン ド,生産 ・科学
技術発展フ ォン ドは,平 均 ノルマチー フと企業 に留保され る利潤に基づいて,再 度,算 定す る。
その際,それぞれの額が当柳 計画額を下回った場合には,その差額は借入鐸 撒 鍔 。
賃金 フ ォン ド 《abOHn3apa60THotinnaTN》et,働き手の労働貢献に応 じて,彼 らへの労働支払
のために積立て られ るフォン ドである。 フォソ ドの名称はこれまで と同じであるが,ナ でにふれ
た ように,賃 金 フォン ドに対する国家規制 は廃止され,そ れは純生産高 またはその他の生産高指
標 に対する ノルマチー フに基づいて形成 され るようになった ことは従前 と異な る。
実際には,企 業はつぎの2つ の賃金 フォン ド形成方法 のいずれかを選択す ることができる。第
1の方法は,物 量指標による生産高(作 業量,用役量)の1単 位当 りまたは1ル ー ブル当 りの賃金
ノルマ チーフに基づいて形成す る方法であ り,こ の場合,賃 金 フォン ド総額は,生 産高(作業量,
用役量)に 対 す る ノルマチー フの積 として算定され る。第2の 方法は,生 産高(作業量,用役量)
の増加率各1%当 りの ノルマチーフに基づいて形成する方法であ り,こ の場合,賃 金フ ォン ド総
額は,基 準賃金 フォソ ド総額 とノルマチーフに よって算定された このフ ォン ドの増減額からな る。
そして,賃 金 フォン ド総額の範 囲内で,企 業は,生 産の特徴や企業 の課題を考慮 して働 き手の各
カテ ゴリー別 の賃金 フ ォン ドを 自主的に設定 し,そ こから働 き手に対 して賃金を支給す ることに
鋤15
なる。
なお,独 立採算制の第2形 態を採用す る企業 では,物 質的報奨 フォン ドの資金 と賃金 フォン ド
の資金 とを統一 して,働 き手のすべ ての労働支払 の単一 の財源 となる労働支払 フォン ドが形成 さ
れ る。
単一労働支払フ ォン ド 《e碑H磁(boHAonnaTHTpyAa》は,集 団の独立採算制所得か ら生産 ・
科学技術発展 フォン ド,社会的発展 フォン ドな どを ノルマチーフに基づいて控除 したあ とに残 っ
た独立採算制所得残余額に よって形成 され る。単一 労働支払 フォン ドの資金は見積によって支出
され るが,こ の支出見積は企業の労働集団の審議を うけ,そ の賛同後に,管 理部,労 働集団評議
㈲2312)
会,労 働組合で共同決定 して承認 された集団契約 となる。
以上の各種のフ ォン ドの外 に,企 業は財務予備 《ΦvaHaHCOBHtipe3ePB》を積立てることができ
⑬14
るし,の ちにみ るような 外 貨 控 除 フ ォン ド 《¢OHABanrOTHHXOTgMcneHllti》,修繕 フォン ド
《peMOHTH曲tPOHA》を控除す ることもできる。
これ までにみて きた利潤(所 得)か らの主要な支出項 臥 控除 項 目は,表2と 表3の ような手
順で行なわれ る。表2は 独立採算制の第1形 態の場合の利潤配分モデルであ り,表3は 独立採算
12)生産 ・科学技術発展フォソド,社会的発展フォン ド,物質的報奨フtソ ド,賃金フォソ ド,単一労働
支払フォンド,集中化フォン ドと予備の形成方法と使途内容などの詳細な点は,本稿では割愛し別の機
会に検討したいと考えている。
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表2制 の第2形 態の場合の所得配分 モデ
1,総売上高からの利潤額
2,生産フォン ド使用料
3.労働資源使用料
4,短期信用に対する支払利子
5.決済利潤 〔1-(2十3十4)〕
6.決済利潤からの控除:
a)国庫(地方予算)へ
b)省へ
7.企業の残留利潤 〔5-(6a十6b)〕
8.全ソ連邦社会主義競争の成果に対するプレミアム
9.企業の残留利潤と関係する売上以外の損益残
10.企業の財務予備
11.経済的刺激フtン ドにむけられる利潤
(出所)(36)16
表3
1.総売上高
2.物的費用(減価償却控除,社会保険控除,その他の貨幣支
出と費用,ただし賃金を除く)
3.総所得額 〔1-2〕
4.生産フォンド使用料
5.労働資源使用料
6.短期信用に対する支払利子
7.決済所得 〔3-(4十5十6)〕
&決 済所得からの控除:
a)国庫(地方予算)へ
b)省へ
9.独立採算制所得 〔7-8〕
10.全ソ連邦社会主義競争の成果に対するプレミアム
11.企業に留保される売上以外の所得残,独立採算制所得で
補墳される損失残
12.企業の財務予備
13.経済的刺激フォンドと労働支払フォン ドの形成のために利
用される独立採算制所得
14,独立採算制所得からの控除:
a)生産 ・科学技術発展フォン ドへ
b)社会的発展フォン ドへ
15.労働支払フォンド(独立採算制所得残余額)〔13-一(14a+
14b)〕
(出所)(41)23
ルである。
ところで,企業の労働集団は,自
からの労働支払の多寡に直接関係す
る利潤(所得)を増大させるため に
は,一・方で,原材料の節約,生 産フ
ォン ドの効率的利用で原価(物的費
用)を引下げ,他方で,高 品質の生
産物の産出,その販売量の引上げで
売上高を増加させ る必要がある。そ
の際,売上高の大きさは,販売する
生産物の価格(作業の遂行,用役の提
供であればその料金)の設定と密接に
関係することになる。
特殊なノルマチーフでもある価格
をどのように設定するかは,現 在,
論議されて い るが,「企業法」は価
格設定の柔軟化の方向を打出してい
る。企業は,原則として,中央集権
的に制定された価格で生産物を販売
するが,その割増または割引もでき
る。また,企業は特定の生産物に対
して消費老との取決めによる契約価
格 《AorOBOPHaAqeHa》を適用する
こともできるし,さ らに,自主的に
決定した価格も設定できるようにな
った。新しい条件のもとでは,契約
価格や企業の自主制定価格の適用は,
今後,拡大する方向にあり,こ うし
た新しい価格政策のもとで,これま
でにみてきた新しい機構の独立採算
制をい っそ う強化しよ うとしている。 しかも,こ れ まで軽視 されていた資金 自己調達制 と結合さ
せて,独 立採算制を発展 させ ようとしている。
そ こでつ ぎに,こ の資金 自己調達制をみ ることにしよう.
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1.3資金自己調達制の確立
フオンド
「企業法」では,企業は経営活動に必要な固定資産と流動資産からなるすべて の企業資産の財
源を自己の責任で調達した資金で賄 う,と い う資金自己調達制 《caMotPHHaHCIiPOBaHue》カS強調
されている。
企業資産の資金は,今後,つ ぎのような調達方法 にな る。企業資産の うち流動資産(流動フォ
ンド+流通フォンド)については,そ の自己流動資産の補墳は独立採算制所得によって行なわれ,
経常的な活動のための自己流動資産の不足分は,後 日,返済を義務づけられた銀行からの短期借
入金で借入流動資産をつ くって賄い,生産発展のための自己流動資産の増大は生産 ・科学技術発
ブオン ド
展 フ ォン ドを利用する。一方,企 業資産の うち固定資産につ いては,そ の更新 と拡張は生産 ・科
学技術発展 フォン ドで行ない,こ のフォン ドが不足している場合には銀行からの長期借入金を利
用 し,こ の長期借入金をその後に積立てられた生産 ・科学技術発展 フォン ドか ら返済する。
ところで,新 しい条件のもとでは,国 の信用政策は一段 と厳し くな る。 これ までは,短 期信用
を提供す るソ連邦国家銀行(ゴ スバンク)と長期信用を提供す る建設銀行(ス トロイバソク)には独
⑭76
立採算制が導入されていたが,地方のそれぞれの施設には独立採算制は採用されていなかった。
しかし今後は,銀行は電算機を広 く活用して,顧客 としての企業に対して経営活動に有益なデー
タを提供する 「データバンク」となり,そして,多 くの銀行施設は地元の企業に対して経営 コソ
サルタン トの役割を担い,その うえで自己の施設の採算にも配慮して,顧客の経営活動に有益で,
図7513)
元金返済 と利子支払の確実な信用を提供する方向にある。 よって,企業は銀行からの借入金を安
易に得ることはできなくなる。すでにふれた原則 としての国からの補助金の廃止とともに,こ こ
に銀行からの信用提供も厳格になるもとで,企業は名実ともに事前の行動制約 となる 「ハて、ドな
ユめ
予算制約」に基づ く経営活動を余儀な くされ ることになる。
よって,今 後,企 業は 「ハー ドな予算制約」を前提 として,企 業資産の資金を 自己調達す るこ
　の フホンド
とになるが,流動資産財源のさきの調達方式はほぼこれまでと同じである。しかし,固定資産財
13)信用の役割を高めるために,銀行は改組され,'88年からの銀行制度は①ゴスパンク,②対外経済活動
銀行(ヴ ネシエコノムパンク),③工業=建 設銀行(プ ロムス トロイパンク),④農工銀行(ア グロプロ
ムバンク),⑤住宅=公益事業 ・社会発展銀行(ジル ソツバソク),⑥勤労貯蓄 ・消費者信用銀行(スベ
レガーチエリヌイバンク)からなつている。
14)「バ 一ードな予算制約」という用語は 「ソフトな予算制約」とい う用語に対比されて利用されてい る。
ハンガ リー のコルナイ 《JinosKornai》は,これまでは,国は国家企業を 「わが子」のようにみる温情
主義のもとで,企業は経済活動の指針となる予算を事前に編成しても,販売価格を実際の生産費で調整
した り,国家補助金を受取った り,免税されたり,安易に銀行信用をもらって,予算は弾力的,暖昧な
ものになり,結果として事前の行動制約 として機能しなくなるので,こ うした事態を 「ソフ トな予算制
約」とよび,'これに対して,今後は,名実ともに事前の行動制約となる 「ハー ドな予算制約」に基づく
く　のれ
経営活動の必要性を力説した。このことから,「ハー ドな予算制約」とか 「ソブ トな予算制約」という
用語が広 く利用されるようになった。
15)流動資産財源の調達方式は従前とほぼ同一であるといっても,流動資産の形成と利用についての企業
の権限は,新しい条件のもとでは,いちじるしく拡大する。例えば,企業は原材料や資材を自主的に販
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源 の調達方式は従前 と大き く異な ってい る。
フオン ド
「コスィギン改革」のときには,固定資産の更新と拡張の財源はつぎのよ うな調達方式を採っ
ていた。国の判断で行なわれる中央集権的投資は,投資資金の回収期間が5力年以上のものにつ
いては国庫支出で,5力年以内のものについては企業利潤 とその不足分を長期借入金で補ってそ
れぞれ賄い,一・方,企業の判断で行なわれる非中央集権的投資は,①企業利潤,②更新用減価償
フオン ド
却控除の30～50%の部分,③未利用過剰な固定資産の売却金(除却費を除く)から形成 され る生
産発展フォン ドとその不足分を長期借入金で補って賄っていた。国庫支出を制限しようとする傾
向はすでにあったが,当時は,大規模投資は国庫支出で行ない,そ の代 りに更新用減価償却控除
のかなりの部分を国庫へ集中していた。そして,大規模投資以外のその他の投資は企業利潤,生
㈱99 ブオソド
産発展フォン ド,長期借入金で行なっていた。それが今回はつぎのように変った。固定資産の更
新 と拡張のためのすべての投資は,それに係わる費用支出額を含めて,さ きにふれた生産 ・科学
技術発展フォン ドとその不足分を長期借入金で補って賄 うことになる。投資に対する国庫支出は
原則として廃止されるが,その代 りに企業は,上級機関の省へ集中させる一部分を除いて更新用
減価償却控除の大部分を生産 ・科学技術発展フォン ドへふ りむけて,それを投資のために自主的
に利用することになる。
なお,生産 ・科学技術発展フォン ドは,社会的発展フォン ドとともに,銀行口座に積立てられ
るが,その一時的な遊休資金を銀行が運用した場合,銀行は企業に対して利子を支払い,企業は
受取利子を得る。
ところで,「工業化の初期から今 日まで,資金自己調達制の関係は実際にはいちじるしく制約
ふ　
されていた」という。確かに,工業化の初期まで遡るまで もな く,「コスイギン改革」の時期に
も上記のような制約された資金 自己調達制があった。今回.それが全面的に確立されることにな
る。 この全面的とい う意味はつぎの点にある。
流動資産には,流動フォン ドとよばれる生産用の原材料などの外に,流通フォン ドとよばれる
貨幣資産などが含まれている。そして,賃金部分は主としてこの貨幣から支給される。その際,
その支給は,賃金フォン ドに対する国家規制が廃止され,賃 金体系に対する企業の権限が拡大し
たもとで,労働貢献と経営業績に応じて行なわれる。'そこで,流動資産財源の調達方式には大き
な変化がないとはいえ,企業は賃金部分を賄 うことができる貨幣資金を含む流動資産の資金を自
己調達しなければならない。まさに,賃金部分は別枠で上から規制されるものではな くなり,労
働集団によって 自から稼ぎだされるものとなる。そのうえ,天然資源と労働資源も有償制になっ
たいま,企業はそれらの使用料を支払 う貨幣資産をも含む流動資産の資金を自己調達しなければ
フオン ド
ならない。加えて,企業は投資の規模と関係な くすべての固定資産の更新と拡張の資金を,大き
く変化したさきの方式で自己調達しなければならなくなる。こうした点ヵ㍉ 今回,資金自己調達
売した り交換したりでき,また相互に貸与できるようになり,さらに陳腐化していればバランスから消
却さ㍊ こともでき・そして雛 よりも流動資産は完全に企業の所属となり・その収用はなさ籔 いこ
とになる。
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制 が全面的に確 立した といわれる理由であ る。
そ して,こ うした内実の資金 自己調達制を独立採算制に包摂す ることに よって,独 立採算制は
い っそ う強化し,完 全独立採算制にな るとい うのである。
そこでつ ぎに,こ の完全独立採算制をみ ることに しよう。
1.4完全独立採算制のいっそうの発展
「企業法」では,企業活動の原則 として完全独立採算制 と資金 自己調達制 とは併記されている。
このため,独立採算制と資金 自己調達制を同格の概念とみた り,または同一視されやすい。だが
{4}86,臼30
現在では,「独立採算制は非常に広い概念である」 とされ,資 金 自己調達制は 「独立採算制の属
口31
性である」 とい う理解 が一般的になっている。つま り,資 金 自己調達制は,周 知の これ までの費
用 と成果 との対比に よる収益性の原則,物 質的刺激の原則,経 営上の 自主性 の原則な どと同様 に.
独立採算制 の組成原則の1つ である とみ る。そして,今 回,こ れ まで軽視され ときには無視 され
てきた資金 自己調達制を独立採算制 の組成原則のなかに包摂す ることに よって,独 立採算制はい
っそ う完全にな るとい うのである。
ところで,「コス イギン改革」前 の独立採算制は行政的指導方法を重視 し た 形式的独立採算制
《ΦOPMaπbHH貴xo3pacgeT》とL・われ,「コスイギン改革」後の独立採算制は経済的指導方法を重
視 した完全独立採算制 《nonHWhxo3pacqeT》とよばれ,完 全独立採算制 とい う用語は'60年代中
葉から今 日まで広 く普及 している用語である。では,「コ ス ィギ ン改革」の時点での完全独立採
算制 と今回のいわゆ る 「ゴルバチ ョフ改革」のそれ とは どこが異な るのか。 それはすでに考察し
て きた経営システムの改革のきわだ った内容に よって,独 立採算制の主要な組成原則が一段 と充
16)
実したことにあるといえよう。
まず,費 用と成果との対比による取益性の原則はつぎの点でより充実した。即ち,既存の費用
のなかに,天然資源と労働資源の使用料を新たに含めて,国が負担していた費用を企業の費用に
する一方で,こ の企業の費用を,これまでの原価の引下げ,生産フォン ド利用の改善による以外
に,生産物の価格設定に対する企業の権限の拡大のもとで得た売上高で補填して,収益性を確保
しようとしていること。そして企業活動の業績評価指標として,利潤,残 留利潤,所得,独 立採
算制所得,純生産高などを重視していること,しかも国の補助金を原則として廃止し,長期間欠
損の場合には 「倒産」もあり得るとしたことである。
つぎに,物質的刺激の原則はつぎの点でより充実した。即ち,利潤(所得)の配分におい て,
国庫,上級機関,銀行に対する企業外流出と各種のフォン ドによる企業内留保についてのそれぞ
れのノルマチーフを長期安定的なものにしていること。そして賃金フォン ドの国家規制を廃止し,
賃金体系に対する企業の権限の拡大のもとで,賃金部分の支給を労働貢献と経営業績に応じて行
16)「ゴルバチ ョフ改革」の もとでの完全独立採算制の意義に つ い ては,現 在,多 くの論者に よって明ら
かに されつつあるが,さ しあた って アバルギン 《JLA6a.TrKHH》,プーニチ 《H・ByHng》,ペルヴーシン
<<C.n.nePBymHH》の見解については,引 用文献(65)を参照。
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なうようにしたことである。
また,経営上の自主性の原則はつぎの点でより充実した。即ち,長期(年度別)経営計画 の 自
主的な策定と承認,入札制による国家発注の受注,企業間の直接経済契約の締結,特定生産物の
価格設定の権限を企業に与えられていること。そして経営指導者の選出や経営意思決定 と業績評
価への広範な参画を労働集団に与え,社会主義的自主管理を重視するようにしたことである。
そして,資金 自己調達制の原則はつぎの点でより充実した。即ち,原則として国庫支出に頼ら
ず,流動資産の補損,補充の財源を資金自己調達制で賄い,賃金部分を含む経常的費用を補償し,
プオツ ド
そして投資の規模 と関係な く,すべ ての固定資産の更新,拡 張の財源をも資金 自己調達制で賄い,
すぺての資本的費用を補償して,生 産 フォン ドの価値の循環を企業の 自か らの責任で得た資金 の
回転 の範囲で実行で きるよ うに した ことであ る。
こうして,「コス イギン改革」の 折 に は,そ れ以前の形式的独立採算制 の実質化 としての完全
独立採算制(別 名,実質的独立採算制 《peanbHNilXO3pacueT》ともよぼれている)への移行が図 られた
が,こ の約20年間のそれは不完全 であ った とし,現 下の 「コルバチ ョフ改革」では,そ れを より
完全 な正真正銘の完全独立採 算制(別 名,正真正銘の独立採算制 《nOAnnHHNtixo3pacger》ともよばれ
ている)に しよ うとしているのである。
そして,こ の正真正銘の独立採算制 を採用す る企業に見合った会計システムを創出す ることが,
現在の ソ連会計の課題 となってい る。
2会 計システムの改革
2.1企業会計の新しい課題
企業が正真正銘の独立採算制に基づいて経営活動を行なうには,それに照応した企業会計シス
テムが不可欠である。そこで,現在,不 断に円卓会議を開催して,会計システムを改革するため
の多くの会計問題が討議されている。いま,解決を迫られてい る会計上の諸問題を,「新しい管
理条件のもとでの会計のペレス トロイカの諸問題」のテーマで,'87年12月に開催された モ ス ク
ワにある企業の経理部長と会計を指導する任にある多 くの省の責任者の第1回の円卓会議から挙
げてみょ叉 その主要なものを討鯵 加者の発言を整理して購 す滅 つぎのようにな竃
① 「企業法」に従った取引を実施する場合,その取引を確認するた めの多 くの証懸書類の模
範様式をどのように作成するかの問題。
② 現行の諸会計規程を完全独立採算制の機構に見合ったものに修正する問題。具体的には,
フオン ド
棚卸規程,固定資産会計規程,資産消却規程,会 計報告書とバランス規程,現金取引規程,経理
部長規程,原価計算規程などを修正する問題。
③ 既存の統一勘定計画(コンテンラーメン)模範を新しい条件のもとでの会計処理に見合った
ものに修正する問題。
17)第2回の誌 会謙'88年・別 ・caua$2・・「新し鴻 件のもとでの欄 独立採酬 所得源 価」が
討議されている。
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④ 集計表式仕訳指図書形態 《xyPHanSHO・OPAePHagΦOPMa》を初めとする既存の会計帳簿組
織を新しい条件のもとでどのように利用するかの問題。
⑤ 独立採算制の新しい第2形態を採用する企業における会計処理をどのようにするかの問題。
⑥ 重視されてきた資金 自己調達制に係わる会計処理をどのようにするかの問題。
⑦ 経営上の自主性が一段 と拡大したいま,企業の経理部のあり方をどうするかの問題。
⑧ 企業の労働集団の権限が拡大したいま,これまでの官庁による会計監査の役割はどうなる
かの問題。
⑨ 新しい条件のもとで行なわれる会計の先駆的経験をどのように交流し,会計要員を どのよ
うに養成するかの問題 などである。
もちろん,上記の諸問題は,い まなお頻繁に開催されている円卓会議で討議中であり,このた
め会計システムの改編はまだ終 っていない。
⑰
ところで,'50年代末から'60年代初めにかけてソ連で展開された減価償却論争の推進者であり,
しかも今回の 「企業法」の制定 とこの法律に盛られた資金自己調達制の規定に大きな役割を果し
た といわれるブー ニチ 《n.ByHng》は,減価償却制度の改編 と修繕会計の整備および原価計算
の改善がいま会計上の焦眉の問題であるといっている。
フオン ド
確かに,完全独立採算制の発展 と資金自己調達制の確立のもとでは,企業は固定資産の更新と
拡張の財源を自からの責任で確保 ・調達しなければならないので,減価償却制度を改編し,修繕
会計を整備する必要があるし,価格設定に対する企業の権限が拡大するもとでは,原価計算を改
善する必要が生じている。そこで,討議されている多 くの会計問題のうち,以下,減価償却制度
の改編,修 繕会計の整備および原価計算の改善をまず考察し,つぎに,ペ レス トロイカの進展の
もとで新し く浮揚してきた貿易会計,合弁企業会計,協同組合会計,個人営業会計の問題乳 さら
に,ペ レス トロイカの重要な要因であるグラスノスチの進展のもとで問題となってくる経理公開
と今後のソ連会計史研究の新しい視点についてみることにしよう。
2.2減価償却制度の改編
すでにふれたように,新 しい条件のもとでは,更新用減価償却控除の一部分を省へ集中化した
フオン ド
あとの残高を,残留利潤または独立採算制所得からの控除部分,未利用過剰な固定資産の売却金
　ラ
(除却費を除く),賃貸料 などとともに,生 産 ・科学技術発展 フォン ドに積立て る。 そ し て,こ の
フオソ ド
フォン ドとその不足分を長期借入金で補って,固定資産の更新と拡張の財源が調達される。その
財源に対する国庫支出は例外を除いてないのである。
フす ンド
こうした資金自己調達制に照応するように,現行の償却制度を改編し,固定資産の完全な再生
のための更新用償却率を改訂する作業が,実際には遅れているが予定では'88年1月1日か らの
フオンド
18)これまでは,賃貸料は企業活動の財務的成果の増加として計上し,賃貸固定資産の減価償却はその成
果の減少として処理していた。今後は,賃貸料は生産 ・科学技術発展フォン ドに積立て,減価償却 もこ(24)4
のフォンドに関連づけることになる。
54『 明大商学論叢』第71巻第3・4号(1989年3月)(278)
施行を 目標にして行なわれてい る。
現行の償却制度 と償却率は ともに'75年1月1日か ら適用 され ているが,そ の改編 と改訂 の主
助18,2⑳31
要な方向はつぎの点にある。
フオ ン ド
① 減価償却は固定資産の完全な再生のための更新用減価償却控除のみとし,これまで行なっ
ヲオン ド
ていた固定資産の部分的な再生のための大修繕用減価償却控除を償却制度から取除く。
② 償却率は更新用償却率のみ新たに設定するが,この更新用償却率は技術革新を考慮して固
フオン ド
定資産の耐用年数を短縮し償却率を引上げる。
③ 新しい更新用償却率は全社会的に単一の法定償却率として設定されるヵ～ 個々の企業にお
いては,この法定償却率を生産の特徴,機械設備の稼動方式に応じて修正する。
④ 企業で法定償却率を修正する場合は,これまで行なわれていた大修繕用償却率の修正方法
を援用する。
上記の方向によれば,今後,企業ではつぎのような償却制度が適用されることになろう。即ち,
技術革新を考慮して引上げられた単一の法定償却率(更新用のみ)を企業の生産や操業度の条件に
フオツ ド
応じて修正し,この修正した償却率で固定資産の減価償却を行ない,その償却控除額の一部分を
省へ集中化したあとの残高をその他の財源とともに生産 ・科学技術発展フォン ドに積立て,この
フオソ ド
フォン ドを固定資産の更新 と拡張のために自主的に企業で利用するとい うことである。
ぐオン ド
よって,固定資産の部分的な再生のための資金を償却制度のなかで大修繕用減価償却 として控
除し,その資金を企業管轄下の大修繕用減価償却フォン ドとして積立て,このフ ォン ドを 固定
フオツ ド
資産の大修繕のために利用するという'38年以降採用していた方法は 廃止されることになった。
またこれまでは,更新用償却率も大修繕用償却率もともに全社会的に単一の法定償却率として設
定され,そのうち,更新用償却率に.ついてはその法定償却率の採用を企業に義務づけ,大修繕用
償却率についてはその法定償却率の修正を企業に許していた。だが今回,企業は新たに設定され
る法定の更新用償却率を修正することができるようになる。そして,更新用償却率の修正方法 と
フオツ ド
しては,一般的な固定資産については交替制別の修正係数で,機械設備については作業交替係数
別の修正係数で,法定の大修繕用償却率をそれぞれ修正していたこれまでの方法を援用す ること
になる。
現在,こ うした償却制度の改編のもとで,減価償却の新しい会計処理が検討されてお り,また,
新たに設定されることになっている法定の更新用償却率はいまだ公表されておら尤 いまその作
翻1成
の作業が行なわれつつある。
2.3修繕会計の整備
償却制度から大修繕用減価償却控除を取除 くことになったいま,今後は,大修繕のための資金
を別途に控除して積立てることが必要となる。「企業法」の草案には存在しなか った が,正文で
盛 りこまれた条文がある。それは 「企業は,ノルマチーフに基づいて,生産物の原価により修繕
フオン ド
フォン ドを形成する。この資金は,固定資産のあらゆる種類の修繕を行なうために利用される」
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(3条6項)とい う規定 である。 この規定でい うあらゆ る種類の修繕 とは大修織 中修繕,経 常修
繕を指す ことにな るので,今 後は,中 修繕,経 常修繕 とともに大修繕のための資金は,生 産物の
原価によって形成し,そ れを修繕 フ ォン ド 《peMOHTHHitΦOH9》に積立てることにな る。
フオンド
周知 のよ うに,固 定資産の大修繕 《KanllTanbHHfipeMOH?》et,修繕の規模 と価額が大 き く,
1年以上の間隔で定期的に実施する修繕であ り,修 繕時には,機 械設備一式の全面的な分解,磨
損 したすぺての部品,組 部品 の取替 えと再生,建 物 と構築物の破損部分の取替えを行な うもの と
され,他 方,経 常修繕 《TeKy田HfipeMOHT》は,修 繕の規模 と価額が小 さ く,修繕間隔 も短 く,
不断に実施す る修繕であ り,修 繕時には,若 干の部品の取替え,調 整のみを行な うもの とされ て
い る。また,中 修繕 《cpeAHmbpeMOHT》は,経 常修繕 と比 較 し て 修繕の規模が大 き く,1年 以
上の間隔で実施 される修繕であ り,修 繕時には,機 械設備の部分的な分解 と取替え,磨 損 した部
品の再生を行な うもの と規定 されてい る。
⑳0
だが,実際の会計処理においては,修繕のこうした分類基準は暖昧であった。とくに,中修繕
の基準は不明瞭であ り,このため,修繕間隔が1年以内のものは経常修繕とみなし,それ以外の
ものは大修繕とみなしてそれぞれ処理していた。また,大修繕の実施時には,投資の概念である
近代化 《MOAePHn3allnA》がしばしば行なわれることもあって,大修繕と近代化を区分す るこ と
も困難であった。このため,経常修繕は経常的費用 で賄い,中修繕は経常的費用(その修繕間隔
が1年以内のもの)または大修繕用減価償却控除フォン ド(その修繕間隔が1年以外のもの)で賄い,
大修繕は大修繕用減価償却控除フォン ドで賄い,近代化は投資の財源で賄うという原則も揺らい
でいた。
さらに,企業が積立てた大修繕用減価償却フォン ドをその使途 目的である大修繕のために充分
に利用していなかったことから,つぎのような問題も発生していた。即ち,企業は,償却制度を
通して大修繕のための資金を計画する際に,原価項 目の1つ として計画原価に算入し,そしてこ
の計画原価を実現して計画利潤を得ていた。しかし,企業は積立てた大修繕の資金を利用しない。
このことは大修繕の資金による計画原価の水増し,ひいては計画利潤の水増しとなり,企業が計
画利潤を得ようと思えば,修繕を必要とする旧式の機械設備を抱えていた方が良いことにな り,
⑳19
その結果,機械設備の更新に対する企業の関心をも弱めることになっていた。
また,すでにふれたように,技 術革新を考慮して引上げられる法定償却率(更新用のみ)が設定
フナンド
されることになれば,固定資産の耐用年数は短縮することになる。機械設備の平均耐用年数が5
～6年 となると,大修繕回数は0～1回になるといわれるほど,耐用年数の短縮は大修繕回数の減
倒31
少となる。また,修 繕作業の技術,サービスの向上も予定されている。修繕の内容と質の向上は,
経常修繕費を増加させ,経常修繕費と大修繕費との差を縮める傾向にある。
そこで,新しい条件のもとでは,あ らゆる種類の修繕のために利用される修繕フォン ドを新設
することによって,修 繕の分類基準と財源の不明瞭性を取除き,また,すでに考察した新しい独
立採算制の機構を導入することによって,大修繕をテコとした計画原価の水増しなどの問題を解
消しようとしているのである。
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現在,こ うした修繕会計の整備の もとで,修 繕 フォン ド形成のための ノルマチーフの設定を初
フtyF'田14
め として,固 定資産の修繕についての新しい会計処理 が検討されつつあ る。
2.4原価計算の改善
すでにふれたように,企業の利潤(所得)を増大させるために は,一方で,原材料を節約し,
生産フォン ドを効率的に利用して,原価(物的費用)を引下 げ,他 方で,よ り高品質の生産物を
産出して,その販売量を引上げ,そ して売上高を増加させねばならない。その際,売上高の大き
さは,生産物の販売量の増減とその生産物に設定される価格の高低に依存する。
新しい条件のもとでは,企業は,原則として,中央集権的に制定された価格で生産物を販売す
る。しかし,この卸売価格の割増(割引)が,注文者との合 意で,性能の変更や生産物の補充の
追加の要求に対してはできる。また企業は,①個別注文の生産物,②新たに開発した生産物,③
商業組織との合意で販売される食糧品,④科学 ・研究組織や設計組織の最終生産物,⑤ ソフホー
ズによって住民から買付けられる農産物,⑥協同組合組織によって買付けられ実現される生産物
などに対しては,消費者との取決めによる契約価格を適用することができる。さらに企業は,①
中央集権的に制定された価格がない生産物,② 自己の商業網で販売される生産物,③ ソフホーズ
の計画超過分の農産物などに対しては,いわゆる自由価格に相当する企業の自主制定価格を適用
することができる。こうした中央集権的価格の割増(割引),契約価格,自主制定価格の適用とい
う価格設定に対する企業の権限が拡大したいま,価格形成に必要なデータを提供する原価計算の
意義はきわめて大きくなる。
これまでは,いわゆるコルホーズ自由市場で販売されるコルホーズ農戸住宅付属地からの農産
物についてのみ自由価格は許され,それ以外のすべての価格は中央集権的価格として設定されて
お り,一一i説によれば,その数は約r70万種以上にも及び,国家価格委員会は毎年約20万種の価格
を承認していたといわれる。今後においては,中央集権的価格は削減される方向にあるが,全廃
され ることはないので,企業は,一方で中央集権的価格形成に必要な原価データを上級機関に提
供し,他方で契約価格,自主制定価格の決定に必要な原価データを取集しなければならない。 よ
って,今後の原価計算はこれら3種の価格の形成と決定に必要な原価データを把握できるもので
なければならな くなる。
同時に・企業は利潤(所得)を増大させるためには,生産物の原価を引下げなければならない。
これまでは,原価引下げなどの原価管理は行なわれていた とはいえ,価格設定の柔軟化もな く,
また企業の自主性も充分でな く,不完全な独立採算制のもとでは,原価引下げが労働集団の労働
支払の多寡に直接影響しなか った。今後は,原価(物的費用)の引下げは利潤(所得),残留利潤
(独立採算制所得)の大きさに反映し,そこから労働支払の多寡にも影響することにな る。このた
め,労 働集団は自からの企業の原価管理に強い関心をいっそ うもたざるを得ないし,今後の原価
計算はこうした原価管理に必要なデ・〒タを把握できるものでなければならな くなる。
こうして,これまでは,企業は中央集権的価格形成に必要な原価データを上級機関に提供する
(281)ベ レス トPイカとソ連会計の諸問題57
こ とを主 目的 として原価計算を行 なっていたカ～ 新しい条件の もとでは,企 業は 自か らの責任で
取 益性を高めるたあの原価管理お よび契約価格や 自主制定価格の決定のための価格形成に必要 な
原価 データを把握す る目的からも原価計算を行な うことになる。
ここに,価 格形成にも役だち,原 価管理にも役だつ原価計算方法が重視 されて きてい る。 この
ため,現 行 の主要な原価計算方法である,① 単純原価計算法 《npocrofiMerOAKanSKcyafiuvava》,
②工程別原価計算法 《llonepeAenbHNilMeToAKanbKyagqHll》,③指図書別原価計算法 《"03aKa3HN「t
MeToAKaabaynstqHu》,④ノルマ原価計算法 《HopMaTHBHHilMeToAKanbKyllsllvava》の うち,と り
わ け ノルマ原価計算法が重視 されてきてい る。なぜならば,資 本主義会計のいわゆ る標準原価計
算に類似 した ノルマ原価計算を計画原価計算 と結びつけて採用すれば,実 際原価=ノ ルマ原価 ±
原価差異 ±ノルマ改訂差異の公式で生産物の実際原価 が算定 されて,価 格の形成 と決定に必要 な
原価データを把握で きるだけでな く,原 価差異分析を通して機動的な原価管理が実行 されて,原
U622D
価の引下げに必要な原価データも把握できるからである。よって,ノルマ原価計算方法のいっそ
うの改善 と普及が必要となっている。
ところで,'80年代初期には,ソ連では工業と建設業へのノルマ原価計算法の導入はす でに完
(5}71
了したが,現在では,それをすべての企業に普及させようとしてい る。しかも,「価格決定のた
めにはノルマ原価計算または計画原価計算を利用し,実際原価は原価 と承認した価格 との関係を
?カ2e
統制するのみである」とい う発言や,充 分に組織化された社会主義工業企業の大量生産の出現は
{5}72)「原則 として,実 際原価計算 《abaKTnueCKaXKanbHynfiqu9》を不 必 要 なものにす る」 とい う見解
がみられる今 日,原 価管理 と同時に実際原価 をも算定 できる ノルマ原価計算法の役割 は,ま す ま
す重視 されてきてい る。
さらに,資 本主義会計 の直接 原価計算への関心 も高 まって きている。ハンガ リーでは,い わゆ
る直接原価計算に相当す る原価計算を,変 動費原価計算 《KaabKYIIfillHgnepeMeHHNx3aTpaT》ま
たは簡略化原価 の原価計算 《KanbKynsqHscoKpameHHefice6ecToHMocTH》とよんで,'68年からす
{2)37
でに採用しているが,'70年代のソ連では直接原価計算は 「生産物の実際総費用の計算をしないか
0㊥31ら
」とい う理由から,その採用にきわめて消極的であ った。しかし,「企業法」で純生産高や物
.的費用が重視されるようになったいま,変動費原価計算を適用する必要があるという見解がめだ
って多 くなってきている。それは,物 的費用の簡略化原価の算定は原価計算と純生産高指標との
一致をもたらす,という理由からである。そして,変動費原価計算は,原価における賃金部分の
比率が比較的小さい産業部門で,自動生産システムを採用している企業で採用できる,とい う提
{5)274
言がみられ る。
現在,こ うした変動費原価 計算採用の可否の検討 とともに,ノ ルマ原価計算法のい っそ うの改
善 と普及が図られつつある。
2.5対外経済活動の新展開と会計
新しい条件のもとでは,個 々の企業は外国との輸出入取引を行なうことができる。対外経済活
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動 のペ レス トロイカは,す でに'86年8月19日付の党 と政府の共 同決 定 「対外経済関係管理改善
四3
に関す る措置について」で示 されていたが,そ の方針が 「企業法」に も盛られたのであ る。
共同決定に よると,閣 僚会議 のもとに貿易業務 を 全 般 的 に 調 整 す る対 外 経 済 国 家 委 員 会
《rocygapcTBeHHagBHemHe3KoHoMllgecKafiKoMvaccH∬,略してrBK》 を設置する一方で,こ れ ま
　の
で貿易省のみが もっていた貿易権 を,今 後 さらに増加す ることが予定 されてい るが,当 面,'87年
1、月1日 よ り20以上の省 と70～80以上 の企業(合同を含む)に与え られ る。 これに よ り,貿 易 自主
権を もった省 と企業では,社 会主義 国を初め として資本主義国,発 展途上国の市場 との直接の輸
出入取引 ができるよ うに なる。 また,独 自に外 国市場に参加で きない企業 も,貿 易省の もとに新
設 される貿易公団を通じて貿易上の経 済契約を結ぶ ことができる。 この場合は,企 業 は取引高に
応じた手数料を貿易公団に支払 うことになる。
ところで,貿 易自主権を もつ企業は,対 外経済活動の業績評 価指標 として外貨売上高 《BanrOT・
HagBNpygKa》を明示す ることにな る。そしてその結果は,経 営活動全体の成果に含 め,経 済的刺
激 フ ォン ドの形成に直接影響す るようにす る。その際,輸 出入取 引高の評 価は,格 差のある為替
レー ト 《BaJlrOTHNfiKO9ΦΦ叫HeHT》で ソ連のルー ブル に換算 した実際の契 約価格 《KOHTpaKTHas
叫eHa》に基づ いて行な う。 また輸 出入取引をい っそ う拡大 させ るため に,企 業は外貨取 入か ら長
期の安定 ノルマチ…一フに基づいて,外 貨控除 フォン ド 《tPOHgBanrOTHHXOTqucaeHllfi》を積立て
ることができる。 ただ しこの フォン ドの10%の額は,対 外経済活動を援助す るために活用 され る
集中化外貨 フォン ド 《qeHTpa刀H30BaHH崎BanrOTHHtiΦOHA》として上級機関に支払 う。 さらに企
20)
業は,輸出入取引の発展のために,貿易銀行から4年以内の期限で外貨による借入金を外貨によ
る後日のその返済を条件 として得ることができる。
こうした対外経済活動のペレス トロイカのもとで,現在,貿 易会計を どのように組織するかと
い う新しい問題が提起されている。
まず,輸 出入取引には ソ連のルーブルによる決済と外貨による決済 とがある。このため国内で
は,貿易公団と輸出商品を供給する企業,輸入商品を注文する企業 との決済はソ連のルーブルで
行ない,他方,貿易公団と輸出商品を購入する外国企業,輸 入商品を供給する外国企業との決済
は外貨で行なうとしている。
また,多 くの一般企i業は,す でに'86年1月1日から,諸勘定を9の 区分で配列した 「合同,企
⑳50
業,組 織 の生 産的 経 済活 動 の会 計 の勘 定 計画 」 を コ ンテ ン ラー メン と して採 用 して い る。 し かし,
企業 が対 外 経 済活 動 を行 な う場 合に は,'80年に制 定 され た 「貿 易 組 織 の 商業,財 務 ・経 済 活動 の
会 計 の勘 定計 画 」 《finaHcqeToB6yxTanTePcKoroyqeTaKoMMePgecRotiHtPMHaHcoBo'xo3蛸cTBeH'
凶5
HofiIEeflTenbHocTuBHelllHeToproBNxopraHH3aq随》 で,輸 出入 取 引 を把 握 す る として い る。 こ
の 勘 定計 画 は,諸 勘 定 を15の区 分 で配 列 して い る点 とつ ぎ の区 分 の 内容 の 点 で特 徴 が あ る。 即ち,
「商 品 と商 品 の取得 」 《ToBapHunpzao6peTeHueToBapoB》とい う名 称 の区 分2に 配 置 され て い る
19)'88年からは,対 外経済国家委員会 と貿易省を廃止 し,対 外経済連絡省が新設 されてい る。
20)'88年からは,対 外経済活動銀行 となっている。
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諸勘定は,経 済相互援助会議(コ メコン)内で統一的に適用している商品名に基づいて分類 され,
その商品名の勘定科 目で輸出入商品の取 引高を反映 し て い る こ と,そ して 「流通費 と生産費」
<<H3AepxKllo6pa叫eHllgH3a叩aTHHanpOn3BogcTBo》とい う名称の区分4に 配置されてい る諸
勘定で,商 品の輸出入につ いての管理費,運 送費,保 全費などを反映してい ること,さ らに 「決
済」《PacqeTN>>とい う名称 の区分8に 配置 されてい る諸勘定で,ソ 連のルー ブル または外貨に よ
る企業 と貿易公 団との決済を反映していることであ る。なお,貿 易会計の報告書,証 愚書類 の改
善 も検討 されている。
対外経済活動 のベレス トロイカのもと官 現在,貿 易会計の新しい組織化 とその会計処理 が検
{6)討
され つつ あ る。
2.6合弁企業の設立 と会計
「企業法」は,ソ 連の企業 と社会主義 国,資 本主義 国 ・発展途上 国の企業 とが参 加 し て,ソ ビ
エ トの法令に基づいて ソ連領内に合弁企業 《cOBMeCTHoenpeAfipvaATIIe》を設立で きる と規定 して
いる。対外経済活動の新展開は,こ れ までの コメコンを中心 とした社会主義国との経済協力の外
に,と くに先進資本主義国との合弁企業の設立にまでいたったのである。
社会主義国との合弁企業の設立 と活動は,現 在,'87年1月13日付の政府決定 「ソ連 領 内に お
田15
けるソ連とコメコン諸国との合弁企業,国際合同,国際組織の設立と活動の手続について」に基
づいて行なわれている。一方,日本を含む資本主義国,発展途上国との合弁企業の設立と活動は,
同じ日付の政府決定 「ソ連の諸組織と資本主義諸国 ・発展途上諸国の会社とが参加するソ連領内
ee17
における合弁企業の設立と活動の手続について」に基づいて行なわれている。後者のこの決定は
経済のペレス トロイカの1つの目玉でもあるの官 資本主義国 ・発展途上国との合弁企業につい
てつぎにみよう。
まず,合弁企業の定款フォソ ドへのソ連側の出資分は51%以上であ り,残りが外国からの出資
分となる。 ソ連側の出資分は世界市場価格を考慮した契約価格によってループルで評価され,外
国の出資分は合弁企業設立契約調印日のソ連邦ゴスバンクの公定為替レー トでその額をルーブル
に換算されて評価される。外国からの現物出資分としてソ連領内に搬入される設備,資材などは
関税支出を免除する。
そして,合弁企業は自主バランスを作成して,完全独立採算制と資金自己調達制に基づいて活
動する。企業の要員は主としてソ連の市民である。
合弁企業における利益の配分はつぎのようになる。即ち,①利益から予備フォン ド《pe3ePBHNn
φOHA》と企業活動および従業員の社会的発展のために必要なその他のフォン ドが控除される。予
備フォン ドは企業の定款フォン ドの25%に達するまで控除す る。②予備フォンドなどを控除した
のちに残る利益部分の30%を税金として支払 う。ただし,営業開始後の2年間は税金を免除する。
③諸フォン ドの形成と税金の支払ののちに残った利益部分が,定款フォン ドの出資比率に応じて,
合弁企業の出資者間に配分する。外国の出資者には,その配分額は外貨で送金できる。
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合弁企業は徐 々に設立されつつあ るが,資 本主義国 ・発展途上国 との合弁企業 とい う全 く新し
い企業形態のもとでの会計処理 力～ 現在,検 討 されつつある。
2.7新しい協同組合法の制定と会計
これまでは,主 として国家企業における経営 ・会計の改革をみてきた漉 ペレス トロイカ路線
の進展は協同組合における経営 ・会計の改革にまで及んできている。それは,'88年5月26日に制
㈱3
定され同年7月1日 から施行されている 「ソ連における協同組合についてのソ連邦の法律」(以下,
「組合法」と略す)にみることができる。
この 「組合法」は,① コルホーズとその他の農業協同組合,②生産とサービスの分野における
協同組合,③消費協同組合のそれぞれの設立と活動を規定している。よって,それは,これまで
の社会型の協同組合である生産協同組合と消費協同組合から,のちにみる個人営業を協同化した
新しい共同私営型の協同組合にまで適用される法律である。
新しい 「組合法」に盛られている内容のうち,会計の視点からみてとくに注目しておくべきこ
とは,東 欧諸国の一部そして中国ではすでに行なわれているが,ソ連ではこれまでになかった有
価証券 《qemHNe6yMarva》の発行であろ う。「企業法」には有価証券の発行についての規定はな
いので,国家企業の有価証券は発行されず,現 在のところ,それが可能なのは協同組合のみであ
る。そこで,この点についてみるとつぎのようである。
協同組合は生産の拡大,再建,技 術的再装備,新製品の生産の追加財源として,組合員,労働
契約に基づいて協同組合で働 く市民,企業の可処分貨幣資金を動員す るために,これらの組合員,
市民,企業に対して,組 合債 《aKqllfi》を発行する。ただし,組合債の総価額は,通常,年 間総
所得の規模を超えてはならない。組合員が組合債取得の優先権をもつ。組合債の額面価額,年 間
所得からの組合債に対する支払方法は協同組合で決定する。組合債に対して支払われる年間所得
の賦課率は,組 合債所有者 《gep]KaTenb》の参加のもとで開かれた協同組合の総会において,所
得額の水準,今後の課題に応じて調整される。 こうした組合債の発行は,信用 ・決済の取引先の
銀行施設で協同組合の支払能力が点検 《nPOBePKa》されたのち,適応の財務機関から許可される。
国は組合債の発行 と流通に係わる協同組合の義務に対して責任をもたないとしている。
よって,今後の協同組合は,一定の条件のもとで,組合員,市民,企業に対して組合債を発行
し,その資金を経営活動の発展のために運用して,年間所得の一一部分から組合債所有者へ支払を
行な うことができるようになる。この場合,組合債取得の優先権をもっているのは組合員である
ので,協 同組合にいわゆる従業員持組合債制度が導入されたことにもなる。
また,「組合法」は,協 同組合の財産形成に対して,組合員からの貨幣と物財に よる加入払込
み 《B3Hoc》が行なわれる以外に,国家企業,協 同組合,その他の公営企業(組織)から,また当
該協同組合の組合員ではないが労働契約に基づいて組合で働 く市民からの貨幣 と物財による加入
払込みも行なわれることを規定している。よって,今後の協同組合は,組合員以外の企業,市民
から出資金を受け,これらの企業,市民に対して利益配分を行なうことになるであろう。
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もとより,協同組合も国家企業と同様に,完全独立採算制 と資金自己調達制に基づいて活動し,
その経営を強固なものにしなければならない。
「組合法」は施行された直後であるので,協同組合の組合債の発行などはいまだ定か でない。
たが,こ うしたこれまでにない事態が始まろうとしているいま,そのための新しい会計処理が検
討されてい くであろう。
なお,「組合法」の適用を受ける各種の協同組合に関する政府決定は,漸次,公表されつつある
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ヵSコ ルホーズについてはす でに'88年1月に 「コルホーズ模範定款」の草案が発表 されてい る。
この草案には,コ ルホーズの有価証券の発行は明記 されていない。 だが,と くに注 目してお くべ
き ことは,経 営の基本的な形態 として集団 請 負 制 《KO"neKTtaBHHtifiOAPSA>>(具体的には,プ リガ
ーダ請負制 《6pllranHblillloApfiA》,家族請負制 《ceMetiHNillloApfiA》)と個人請負制 《uHAHBunYanbHNfi
nOAPfiA>>を規定 していることである。請負制は ブ リガー ダ,農 家,個 人がコルホーズの管理部 と
契約して農業,畜 産などを営 む方式 である。 この方式を導入すれば,コ ルホーズの管理部 と請負
側 との間にあ る中間機 関が廃 止され て,コ ルホーズ経営が管理部 と各種の請負側 との直接契約関
係 の組織 にな る。それに よって,農 業生産の会計 と管理 の主体が請負側に移 り,同時に これ まで
の管理要員を生産現場に回した り削減 できることにな るとい う。なお,「組合法」には,コ ル ホ
フオン ドーズにおける請負制 として,土地と固定資産を賃貸 《apeHAa》する賃貸請負制も認めている。
こうした請負制が発展してい くことになれば,これに応じた新しい会計処理が発生し,それを
解決しなければならない。今後のコルホーズ会計の経緯を見守る必要があろう。
2.8個人営業の開始と会計
ペレス トロイカ路線の進展は,'87年5月1日からすでに行なわれている個人営業の開始にまで
及んでいる。個人営業の開始と活動は,'86年11月19目に制定された 「個人労働活動にっいてのソ
㈲21)連邦
の法律」(以下,「個人労働法」と略す)とその3つの附則に基づいて行なわれている。
この 「個人労働法」によって,企業,組織,施設ですでに専業に従事している18歳以上の市民
は,その就業労働時間外の余暇時間に,個人営業を開業しその活動に携わることができる。個人
営業のための雇用はできないが,16歳以上の家族労働の使用は許 され る。「個人労働法」は個人
営業を数家族で一緒に協同組合化する方式も薦めているが,この協同組合がさきの 「組合法」で
規定されている共同私営型の協同組合である。
21)附則としてつぎのものがある。その1は 「稀少芸術作品を製作する高度の技能を有する市民が,その
製作に意欲と適性をもつ他の市民を教育することについての規程」であり,この規程で個人営業として
行なう講習と指導の要件,講習 ・指導期間,講習 ・指導料などを規定している。その2は 「医師と中級
医療担当者の個人営業についての規程」であり,この規程で医療行為を行なう医師の資格,診断・予防・
治療法,投与する薬剤,保健機関への通報,個人の病気 ・生活の秘密保持などを規定.Lている。その3
は 「個人労働活動に従事する市民への生産資材の供給およびこれら市民による企業と組織からの未利用
の余剰な資材 と生産や消費の再利用可能材の入手についての規則」であり,この規則で,企業は個人営
㎝23
業に余剰資材や再利用可能材を売却できることを認めている。
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「個人労働法」は,人びとの日常生活に直結する消費財やサーぜスに対する社会的欲求をきめ
細かに充すこと,そして社会的に有益な個人営業の機会を市民に開放し,その営業上の所得を与
えることを目的としている。ここに市民は,同法に基づいて衣服,靴,装 飾品,家具,玩具など
の生産活動,住宅修繕,テ レビ修理,タ クシー,理髪,宿泊などのサービス活動,速記 ・タイプ
指導,家庭教師,医療行為などの社会 ・文化活動ができるようになる。
こうして,これまで市民はなんらかの程度で携わっていたといわれるいわゆるヤ ミ経営は,個
人営業 として合法化されることになった。しかしその代 りに,市民は個人営業の所得から税金を
支払わねばならない。 この課税は,個人営業の所得が明瞭に算定でき得るか否かによって,徴税
方法を2つに大別している。1つは取支計算が困難な個人営業の場合の徴税法である。 この場合,
この種の個人営業は営業許可証を取得する際その代金を支払って購入するが,こ の代金(免許料)
が税金の代りとなる。免許料は年額であ り,更新料を毎年支払 う。 もう1つは収支計算が可能な
個人営業の場合の徴税法である。この場合,こ の種の個人営業は,営業登録証明書を取得して開
業し,その後に稼いだ年間所得から税金を支払 う。税率は現行の個人所得税率を基礎にし,それ
を上回る所得に対して累進課税となる。業種によって非課税限度額や税率は異なっており,地域
働48,6092的 ・社会的条件によって特別免税措置もある。
年間所得から税金を支払 う個人営業においては,すべての収入と支出を記帳し,稼いだ所得の
申告をしなければならない。 このため,こ うした会計が個人営業において行なわれるようになり,
記帳が広範な市民層にまで及んできている。今後の個人営業の記帳方法を見守る必要があろう。
2.9ゲ ラス ノスチ と経理 公開
ベ レス トロイカと並んで,国 際語となった グラス ノスチ 《raaCHOCTb》を合言葉にして,現 在,
ソ連社会 では各種の情報公開が行なわれっっある。会計の視点 からみ ると,グ ラス ノスチといえ
ば,経 理公開,資 本主義会計の財務諸表に相当す る会計報告書 とバ ランスの公表が直ちに想起さ
れ る。
ところ官 レー ニンは ロシア革命以前か らす でに資本主義企業の営業上の秘密を廃 止す ること
を強調 していたが,こ の考えは革命勝矛埴 後 の'17年11月ec公布された 「労働者統制につい て の
法令」に「例外な くすべ ての書類お よび記録,な らびにすぺての倉庫 および資材,用 具,生 産物の
在蹴,な んの餅 もな く一 ・A・開されな肋 ば妨 摺1」 として具体化された.社会撲 会計
の創出の大前提として営業秘密の全廃を考えていたのである。そして革命後においても,レーニ
ンは,「報告搬 のあ り方は一 す ぺてで基紬 嫡 柄で麗 」とし,「報告の要旨,住民の関心
をもっとも引いている事柄の要旨がかならず掲載されるような作業方法を確立しなければならな
ロゆ　
い」と強調し,各種の報告書を作成し公表することを訴えている。
確かに,ソ ビエ ト政権の初期には,種 々の情報公開が重視され,それは会計の開示についても
例外ではなかった。国民経済の中央機関として発足した時の最高国民経済会議 《BCHX》は,す
でに'18年9月11日付の決議官 企業の会計報告書とバラソスを雑誌 「国民経済」《HaPOAHoexo・
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3sfiCTBO》に年4回 公表することを決定 してい る。 しかもこの決定は,そ の後,財 務諸表 の公 表
の機 会をいっそ う拡げ るた め に,1月1日 と7月1日 の年2回,「 国民経済」誌 と新閲 「経済生
")54
活」 《9KOHOMHueCKagXll3Hb》とにそれぞれ公表す ることに改め られている。
会計の開示についてのBCHXの 決議ヵ㍉ 当時,ど の程度実施 されたかは定かでない。 しか し,
社 会主義会計の創出期に,会 計の開示が重視 されていたことは確かである。 ところヵ～ レーニン
の死('24年)後,とりわ けのちにふれ る'20年代末から'30年代末にかけての統一 国民経済計算制
度 の形成期 には,そ れは次第に軽視 され てい った。 この傾向は戦後に まで引継がれ,そ して 「コ
スイギン改革」の折に も財務諸表 の公表 はさほ ど問題 に な らな かった。 さらに,'80年1月1日
か ら施行 されてい る現行の 「会計報告書 とバラソスについての規程」('79年6月29日付政府決定)に
aψ27
おいても,財 務諸表の公表についての規定はみあた らない。 この規程 は,企 業の月次,四半期,年
度の会計報告書 とバ ランスを上級機関,財 務機関,統 計機関,銀 行(ゴ スバンクとス トロイバソク)
へ,月 次の ものについては決済後12日以内,四 半期の ものについては15日以内,年 度の ものにつ
いては25日以内(1月25目まで)にそれぞれ提出す ること,そ して企業の会計報告書 とバ ラソスを
上記 の提出先の機関でそれぞれ審査 《paCCMOTpeHHe》する,つ ま り官庁内監査が行なわれ ること
を規定 している。 そ こには企業の会計報告書 とバランスの公表につ いての規定はないのであ る。
だ が,「企業法」には,広 範な情報公 開の条件の もとで 《BycaOBvagxmHPOK磁raaCHOCTM》労
働 集団の経営管理への参画とい う社会主義的 自主管理 が強調 されてお り,ま た,会 計報告書 とバ
ランスの点検 《nPOBePKa》と監査 《peBM3HS》の結果は労働集団に通報す ることが明記されている。
よって今後 は,労 働集団に対す る財務諸表の公表は当然行なわ ざるを得ないであろ う。加えて,
完全独立採 算制 と資金 自己調達制に基づいて活動す る企業に とっては,諸 機関へ会計報告書 とバ
ランスをたんに提出す るだけ でな く,そ れを 自から分析し,そ の結果を他企業の財務分析ρ結果
とも比較 して,財 政状態 と経営成績をより良 くしてい くための施策を発見 し,そ の施策を採用し
ていかねばならない。 このために も,財 務諸表のよ り広範な公表 が必要 となろ う。 さらに,協 同
組合に とって も,組 合債を発行す ることになったい ま,財 務諸表は当然公表しなければならな く
なるであろ う。
グラス ノスチの進展 とともに,今 後,ソ 連会計が経理公開の問題を どの ように解決 してい くの
かを注 目してい く必要があろ う。
2.10ソ連会計史研 究の新 しい視点
グラス ノスチは歴史研究に まで及んでいる。「ソ連の歴 史に空 白があってはな ら な い」を合言
葉にして,現 在,ソ 連社会では これ までの歴史の再検討,再 評 価が行なわれつつある。
ソビエ ト会計学界では,当 面,多 くの新しい課題 をまず解決していかねばならないため,ソ 連
22>
会計史の空白を埋める作業の余裕はなく,そのめだった研究はまだみあたらない。しかし,従前
22)しいて挙げるとするな らば,'85年に出版された ソコ ロフ 《S.B.CoxoaOB》の労作があ る。引用文献
(3)を参照。
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と りわけ 「コス イギン改革」以前 のソ連社会主i義会計制度 は,'20年代末から'30年代のいわゆ る
ス ター リン時代に,社 会主義 セクターの工業部門での確立 と急 テンポの集団化に よる農業部門で
のその広が りに対応 して,ま た革命前か ら引継いだ遅れた ロシア経済を極度の中央集権的方法で
社会主義経済に短期間に改造 ・建設す るために必要 なデー タを中央に取集す る用具 としての会計,
統計,業 務技術計算か らなる統一 国民経済計算制度 の創出を 目的にして形成 され てきた。 しか も
それは当時の ソ連社会であらわれていた個人 崇拝の悪弊下で形成 されて きた感が強い。 また,こ
の時期の歴史的資料は充分に公表 されていない。 このため,こ の時期の ソ連会計 史の空 白を埋め,
その科学 的な研究 が必要 である。 その際,ぜ ひ とも知 りたい正確な会計史実 として,つ ぎの事柄
を挙げ ることができよ う。
第1は,ソ ビエ ト政権初期の レーニンの時代には,さ きにふれた企業の財務諸表の公 開が重視
されていたが,そ れがいつ の時点 でいかなる理 由で軽視されていったか,と い う事柄であ る。
ところでレー ニンの時代には,'24年に結成 された 「会計 担 当 者 連 合」《06seAHHeHllepa60T・
HHROBygeTa,略してopy》のもとに結集 した ソビエ ト会計人は,opy会員か らのアンケー トに基
づいて会計責任者の権利 と義務についての規程の作成に協力 した り,資 本主義の科学 と技術の成
果を批判的に摂取せ よとい うレー ニンの遺訓に従 って'26年のアムステル ダム,'29年のニュー ヨ
ー クの国際会計会議に代表 団を派遣 させた り,opyの中央機関からの会計定期刊行物以外に地方
機関 も地方の言語での会計刊行物を発行 した りしていた。つ まり,こ の時期は ソビエ ト会計人の
イニシアテ ィブがもっとも発揮されていた時であ り,そ の イニシアテ ィブの もとで当時 の会計の
諸課題 が解決されていた。 しかし,'29年4月の第16回党代表者会議で統一国民経済計算制度を創
出す ることが決議 されたのち,'31年のOPyの 「社会主義会計推進全 ソ連邦協会」《BcecoK)3Hoe
o6叫ecTeocoKeficTBugcoqvaaA"cTvauecKoMyyqe町,略してBOCy》へ の改組,BOCyの形骸化 と
'36年のB㏄yの 解散
,さ らにopyの すぺての会計刊行物 の廃刊がな されていった。そ してその
後,会 計に対す る指導は,財 務人民委員部(財 務省)か らの定期刊行物 「会計」《ByxranTePCKIIfi
ygeT》の発行を通 して中央集権的に行なわれ ることとな り,多 くの会計担当者は,上 級機関から
指示 された会計処理を企業で実施 し,そ の結果を官庁へ報告す るだけの単なる執行者 とな り,ソ
働184
ビエ ト会計人のイニシアテ ィブは急速に減退 してい ったのである。そ こで,第2は,こ うした会
計人の イニシアテ ィブを減退させていった過程を よ り正確に知 る,と い う事柄である。
また,ニ ュー ヨー クの国際会計会議参加の折,フ ォー ド自動 車会社の見学で ア メリカの標準原
価計算の経験を知 ったopy代 表団が,帰 国後,標 準原価に基づ く会計制度の編成を主張したカも
6前2
実際原価に基づ く会計制度の編成を強調する時の主流派からの一方的な反論によって,その後,
醐85
歴史的原価記録に よる会計制度が形成 されていった。そ こで,第3は,こ の論争の内容を より正
確に知 り,実際原価 に基づ く会計制度の形成過程を明らかにす る,と い う事柄である。
さらに,'30年か ら'33年にかけての ソビエ ト会計学界 では激しい イデオロギー闘争が展開され
た。 その過程で,会 計を精密な政治経済学 と規定 したキパ リソフ 《H.A.KUttapvaCOB》,個々の経
営概念は国民経済概念 より非常に明確であるので会計の結論は政治経済学の結論 よ り正確である
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と主張したガラガソ 《A.M.raararaH》,会計の測定原理 はいかなる環境 のもとで も同一であると
(1)123,aelOO
し会計の超歴史性を強調したバザ ロフ 《B.A.Ba3aPOB》らは,そ れぞれ批 判された。だが これ ら
の見解のなかには,現 在,重 視 されてきた個別企業 レベルに関す る会計理 論があ った感があ り,
それ が簡単に批判 されて しまった よ うに思われ る。そ こで,第4は,こ の イデオ ロギー闘争 の経
緯 をよ り正確に知 る,と い う事柄である。
ペ レス トロイカの進展 とともに,真 理を最終的に判定する権利はだれ ももっておらず,歴 史を
あるがままにみ るとい う新 しい視点か らの ソ連会計史研究ヵ～ 今後,必 要 となって くるであろ う。
お わ り に
'70年代か ら'80年代にかけての ソ連経済 は
,「経済成長率が経済的停滞の到来を事実上意味す る
臼20水準
にまで落ちた」 といわれ,こ の経済を建 て直し経済発展の加速化 《yCkopeHvae》を図るために,
ペ レス トロイカは開始された。 ソ連経済のペ レス トロイカはいまなお進行中であ り,新 しい条件
㈱34
への移行は'89年までに終 る予定になってい る。そ してつ ぎの第13次5力年計画期 で,新しい条件
の もとでの企業活動が全面的に展開 され ることになる。 もっとも,ペ レス トロイカは複雑で矛盾
した過程であるといわれ,ま た 「機械 の メカニズ ムと異な って経済 の メカニズムはボタンを押す
⑳59
だけで動かせるとい うわけにはいかない」ので,これからも解決すべき諸問題は多 く発生してく
るであろ う。だがここでは,ペ レス トロイカ路線のもとで,これまでに相次いで制定されてきた
企業に関する法律とそれに関連した公表資料を通じて考察した経営 ・会計システムの改善内容と
そこから生じているソ連会計の課題から,と くに重要 と思われる事柄を要約し,今後のソ連社会
主義会計のあり方をどこに求めようとしているかを指摘して結びとしたい。
新しい条件のもとでは,第1に,企 業は資金自己調達制を包摂した正真正銘のより完全な独立
採算制に基づいて活動していかねばならないし,同時にその活動に当っては,企業の労働集団の
社会主義的自主管理が重視されねばならないとい うことである。第2に,完 全独立採算制を2つ
の形態としその新しい機構が創出されつつあり,そしてその新しい機構に照応した会計制度も改
編されつつあるとい うことである。第3に,会 計制度の改編は,国民経済の計画化と企業管理へ
の労働集団の広範な参画を前提にして,国民経済の計画化のために必要なデータと企業の経営意
思決定,経営管理,業 績評価に必要なデータを掌握できる会計システムの創出を 目標にして行な
われつつあるとい うことである。第4に,新 しい会計領域が対外経済活動の発展,合弁企業の設
立,新協同組合法の制定,個人営業の開始によって広が りつつあり,そしてこれらの領域で,従
前の社会主義会計にはみられなかった新しい会計問題が生じているということである。
こうした企業レベルにおける改革の流れのなか で,「コスイギソ改革」を初めとしてその後の
一連の改革 と異なるきわだった特徴は,社会全体の利益 と同時に集風 個人の利益をも考える高
い意識 ・思想をもった労働集団,働 き手に社会主義財産の運営上の責任をもたせようとする点に
ある。この志向は,企業の権限の拡大,完 全独立採算制の発展などにみるように企業の主人公と
しての労働者に企業財産の自主的運営をまかせ,農業の請負制などにみるように土地の主人公と
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しての農民に国有地の自主的運営をまかせようとすることにある。こうした志向にそって,新 し
い会計システムを創出しようとしており,レーニソの唱えた社会主義会計のあり方の初心にかえ
って,会計の担い手が労働集風 働き手に漸次なるようにしようとしているのである。そして,
このことをソ連社会のいっそうの民主化とともにすすめようとしているのカ～ ペ レス トロイカな
のである。
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